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京都市ネーミングライツ市民等提案制度 実施要領 

 

１ 趣旨 

   

本市では、ネーミングライツを民間事業者等に付与することを通じて、民間事業者等

の支援により施設等の魅力を高めるとともに、本市の新たな財源を確保し、もって社会

貢献の促進及び本市財政の健全化に寄与することを目的として、ネーミングライツの付

与を推進しており、その基本的な方針として「京都市ネーミングライツ実施要綱」（以下

「要綱」という。）を定めています。 

  この「京都市ネーミングライツ市民等提案制度 実施要領」は、本市のネーミングラ

イツ導入の基本的な方針である要綱第７条に「民間事業者等による提案」として規定し

ている「京都市ネーミングライツ市民等提案制度」の実施に当たり、必要な手続を定め

ているものです。 

 

２ 提案の対象 

  本市が保有する施設又は本市が実施するイベント等（以下「施設等」とします。）の中

から提案者が任意に選択できます。 

  ただし、市役所、区役所などの庁舎、学校、病院、市営住宅は除きます。 

  また、次のいずれかに該当するなどにより、本市がネーミングライツの付与の対象と

してふさわしくないと判断した施設等や既に本市がネーミングライツの導入を検討して

いる施設等については、対象外となります。 

・ 市民生活に混乱を招くおそれがあるもの 

・ 公平性・中立性を損なうとの誤解を受けるおそれがあるもの 

・ 元離宮二条城など名称が歴史に由来する固有の名称が付されているもの 

※ ただし、対象外となる場合でも、施設等の一部が対象となることがあります。 

※ 公営企業（交通局及び上下水道局）管理者が管理する施設等は対象外です。 

 

３ 募集する提案 

  提案者自らがネーミングライツの付与を希望する提案を募集します。 

  ただし、要綱に抵触する提案はできません。 

 

４ 提案者の資格 

提案者は、提案内容を自ら主体となり実施する個人、法人及びその他団体（共同提案

も可能です。）とします。ただし、次に掲げる事項のいずれかに該当する者は提案者とな

ることができません。 
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５ 提案方法 

（１）事前相談の受付 

   本提案制度をより効率的・効果的に運用するため、適宜、提案前の事前相談を受け付

けます。「ネーミングライツ事前相談書」（第１号様式）等により、行財政局資産イノベ

ーション推進室（以下「資産イノベーション推進室」とします。）へ御相談ください。

なお、この段階で、関係法令に抵触する等、明らかに実現性が低いと判断できる提案に

ついては、その理由等をお伝えしたうえで、再検討をお願いする場合があります。 

（２）提案の受付 

  ア 提案の取扱い 

    提案については、「ネーミングライツ提案書」（第２号様式）及び「ネーミングライ

ツ提案に係る誓約書」（第３号様式）を持参、郵送又は電子メールにより資産イノベ

ーション推進室に提出してください。受付後、当室から、提案のあった施設等を所管

する課（以下「施設等所管課」とします。）に提案書を送付します。 

  イ 提案の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 対象施設等 
・ 通称案（決まっている場合は記載） 
・ 対価（金銭または金銭以外、もしくはその両方） 
・ 希望契約金額 
  ※ 金銭以外のものを対価とする場合は、その内容と金銭に換算したときの相当金額 
  ※ 金銭以外のものとは、例えば、「施設で活用可能な製品等物品の提供」や「施設の維持管

理等役務（サービス）の提供」 
・ 希望契約期間 
・ その他（対象施設等の魅力の向上や社会貢献など） 

① 京都市広告掲載基準第２条の規定に該当する者 

② 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者（法人及びその他の団体に

あっては、代表者又はその他役員を含む。以下同じ。） 

③ 市税その他の本市に対する金銭債務について滞納のある者 

④ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがな

くなるまでの者 

⑤ 暴力団又は暴力団に関係すると認められる者 

 ※ 応募資格確認のため、京都府警察本部に照会する場合があります。 

⑥ 京都市競争入札取扱要綱第２９条第１項に規定する競争入札参加停止の措置を

受けている者 

⑦ その他、ネーミングライツ契約の相手方として適当でないと市長が認める者 
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（３）庁内審査の実施 

 提案の内容については、施設等所管課において、要綱第３条等に基づき、庁内審査

を行います。 

※ 本市が修正の必要があると判断した場合は、提案者は本市と協議のうえ、提案内容

を修正することができます。 

 

（４）庁内審査結果の通知 

   施設等所管課において、庁内審査の結果（提案の採否）を提案者に文書で通知します。 

 

（５）付与必要事項の決定 

ネーミングライツの付与の対象としようとするときは、提案のあった施設等を所管す

る局において、要綱第８条に基づき、募集方法、予定価格、契約期間、選定方法その他

のネーミングライツを付与するために必要な事項を決定します。 

 

（６）市会への付議 

    ネーミングライツの付与を検討する施設が「重要な公の施設に関する条例別表第１」

に掲げる施設に該当する場合は、ネーミングライツの付与対象施設とすることについ

て市会の議決を得る必要があることから、施設を所管する局において、京都市会基本

条例第１８条第１項第３号の規定に基づき、市会に議案を付議します。 

 

  （７）公募前の市会への報告 

（６）の議決を要しない場合にあっては、当該施設等を所管する常任委員会において、

公募前に（５）の付与必要事項を報告します。 

 

  （８）導入可否の決定 

（６）もしくは（７）の委員会での議論を踏まえ、施設等所管課において、ネーミ

ングライツの導入の可否について決定します。 

  

６ 契約候補事業者の選定 

（１）公募の実施 

施設等にネーミングライツを付与する際には、競争性及び公平性確保の観点から、

公募により契約候補事業者を選定します。公募に当たっては、施設等所管課において、

予定価格や契約期間、審査基準等の条件を整理し、募集要項を作成します。 
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   なお、審査基準の審査項目は次のとおりです。 

  ・ 通称 

  ・ 予定価格 

  ・ 契約期間 

  ・ 民間事業者等の経営の安定性 

  ・ 施設等の知名度や魅力の向上 

  ・ 市政や地域への社会貢献などの公共性   など 

 

  （２）契約候補事業者の選定方法 

   京都市ネーミングライツ審査委員会が、審査基準に基づき、提案内容を審査します。

審査委員会の審査結果を踏まえ、施設等所管課において、契約候補事業者を選定しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）選定結果の通知 

   施設等所管課において、選定結果を応募者に文書で通知します。 

 

  ７ 契約 

  （１）契約に向けた最終協議・調整 

・ 施設等への名称表示のデザイン、設置時期及び方法、支払方法、契約の更新・解

除、道路案内標識、公共交通機関との調整等について、詳細な協議を行います。 

・ 契約予定者は、名称表示方法について都市計画局都市景観部広告景観づくり推進

課と協議し、本市屋外広告物等に関する条例に基づく確認、審査を受けていただき

ます。 

・ 名称表示方法が不適切であると判断された場合は、協議のうえ、表示方法を見直

していただくことがあります。 

 

  （２）契約締結前の市会への報告 

     契約を締結しようとするときは、施設等所管課において、契約締結前に、６（２）の

審査結果及び契約の相手方を、当該施設等を所管する常任委員会に報告します。 

   

 

≪京都市ネーミングライツ審査委員会≫ 

ネーミングライツを付与する契約相手方及び命名する通称の選定に関する事項に

ついて、市長の諮問に応じ、調査し、及び審議することを目的に「京都市執行機関の

附属機関の設置等に関する条例」及び「京都市ネーミングライツ審査委員会規則」に

より設置するものです。 
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  （３）契約及び公表 

     最終協議・調整の内容及び（２）の常任委員会での議論を踏まえ、契約書を締結しま

す。また、選定結果を施設等所管課のホームページで公表します。 

  ア 費用負担等 

通称の設定に伴い必要となる名称表示サイン及び看板等の変更に要する費用、契

約期間満了後に原状回復に要する費用は、民間事業者等の負担とします。また、こ

れらの変更及び原状回復の作業も本市が別途指定する方法により、民間事業者等に

おいて実施することとします。 

  イ 契約の解除等 

     契約の相手方の瑕疵
か し

や、社会的信用の失墜その他の契約相手方に生じた事情により、

ネーミングライツ契約の維持が困難と考えられる場合には、契約を解除することが

あります。 

     また、通称については、契約期間中、変更できません。ただし、変更することが合

理的と判断できる場合には、協議を求めることができます。 

ウ 契約期間満了後の措置 

  契約期間満了前において、契約相手方は契約の延長について申し入れることができ

ます。 

 

８ その他 

（１） 各提出書類において、虚偽の内容を記載された場合は失格となります。 

（２） 本件に提案に係る一切の費用は、提案者の負担となります。 

（３） 提出された書類は、原則として返却しません。 

（４） 提案内容等について、本市から提案者に連絡することがあります。また、必要に

応じて提案書の補正や追加資料の提出をお願いすることがあります。 

（５） ネーミングライツ導入後においても、本市の条例、規則等上の名称については変更

しませんが、新たに決まった通称については、本市においても積極的に使用します。 

 

９ 問合せ先 

京都市 行財政局資産イノベーション推進室 ネーミングライツ担当 

   住  所 ：〒６０４－８５７１ 

         京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８ 

         本庁舎４階 

   Ｔ Ｅ Ｌ ： ０７５－２２２－３２８４ 

   Ｆ Ａ Ｘ ： ０７５－２１２－９２５３ 

   Ｅメール ： shisan-inovation@city.kyoto.lg.jp 

 ※ 持参の場合は、平日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時を除く）を 

受付時間とします。 
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≪ネーミングライツ契約までのフロー図≫ 
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